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開されている。主な請求内容は「不動産

登記に関するもの」や「医薬品の承認関

係」などだが、安全保障関係も対象とな

る。評論家の西村幸祐は自らのフェイス

ブックで、「最大の問題は、我が軍（自衛

隊）の日報が、情報開示の対象である行

政文書になっていることだ。自衛隊が軍

であればそうならない。つまり9条の日

本人へかけられた呪いと悪魔性が、諸悪

の根源である」と強調した。

　米英などでは軍や情報機関の活動を議

会が監視するシステムを保有している。

米中央情報局（CIA）などの活動は上下

両院の情報特別委員会への報告が義務付

けられている。国家機密や軍の秘密活動

に関する情報はメディアなどを入れない

秘密会で開かれ、当然のことながら出席

議員には守秘義務が課せられている。日

本でも憲法57 条で出席議員に守秘義務

を課す秘密会はある。特定秘密保護法制

定にあわせ、衆参両院に特定秘密の運用

をチェックする情報監視審査会を常設す

る改正国会法が成立したが、今回のケー

スにみられるように米国のような運用と

なっていない。

現場指揮官が情報を「忖度」

作戦中の情報開示は見直しを

　日本では自衛隊の情報の扱いが政局の

問題となり、野党ばかりか与党の一部も

政権を追及する「道具」となった。政府

には説明責任を果たす義務はあるが、一

方で、情報をなんでも公開すればいいと

いうものではない。そうした区別がまだ

日本ではできていない。

　西村も問題視したように、ほかの省庁

とは違って防衛省・自衛隊の情報は、自

衛隊員の生命、そして日本国民の生命に

も直結している。「日報」は現地でおきて

いることを現場の自衛隊員がありのまま

に報告する。そして、その情報をもとに

司令部などが指揮をし、それを今後の教

訓とする。今回の騒動のように「日報」に

「戦闘」という文言が入り、それが国会で

野党が追及するような事態になれば、今

後、現場は「戦闘」という文言を盛り込

むことはやめようということになる。

　あるいは現場の隊員が「戦闘」と報告

してきても、現場指揮官は、市谷（防衛

省）そして永田町（国会）の反応を「忖

度」して書き直させることになるだろ

う。現場で起きていることを正確に反

映した情報を入手するのは不可欠であ

るのに、情報がわい曲されると結果的

に間違った判断をしてしまうかもしれ

ない。ある防衛省幹部は「作戦中の事柄

に関して情報開示請求を認めることは

改めるべきだ」ともらす。個人データも

行政文書とするかも含め、情報管理の

在り方を抜本的に見直すことが早急に

迫られている。

現状は非常時に対応できない

省内不協和音､意図的リークも

　情報管理の在り方とともに、今回の

「日報」問題で深刻さが浮き彫りとなっ

たのは、本来、最高の意思決定の場であ

るはずの大臣室のやり取りで、陸幕と稲

田との間で認識の違いが出たことだ。陸

幕側は日報データの非公表が「了承され

た」と解釈したのに対し、稲田は「了承

していない」と反論した。稲田は最後の

記者会見でも「報告を受けた認識は今で

もない。私の一貫した情報公開への姿勢

に照らせば、そうした報告があれば必ず

公表するよう指導したはずです」と言い

張っている。どちらの言い分が正しいか

はともかく、こんなことをしていたら、

北朝鮮の弾道ミサイルが日本国内に着弾

した場合などの非常時にとても的確に対

応することなどできない。

　本来なら陸幕と防衛相との間で調整役
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「日報」で稲田ら引責辞任

防衛省、情報公開を見直し

　南スーダンでの国連平和維持活動

（PKO）を記録した「日報」問題は防衛

省・自衛隊を大きく揺るがした。防衛相、

稲田朋美らが引責辞任し、8月3日の内

閣改造で防衛相として再登板した小野寺

五典は国民の信頼回復を図ることを迫ら

れている。「日報」問題は稲田や内局幹部

の個人的な資質による「人災」ともいえ

るが、北朝鮮の核・弾道ミサイル開発、中

国の海洋進出と日本を取り巻く安全保障

環境が厳しさを増すなかで、防衛省・自

衛隊は組織の規律、情報公開の在り方の

見直しも迫られている。

　「日報」とは、南スーダンでのPKOに

派遣されていた自衛隊部隊が作成した報

告だ。なかでも2016 年7月に治安状況

が急速に悪化した模様を記した内容が焦

点となっている。たとえば、同年7月8

日には宿営地の周辺で30発以上の発砲

音を確認したほか、9日には戦闘がおき、

およそ150人の死傷者が出たとの記述が

ある。10月に情報公開請求が出たが、防

衛省・自衛隊は12月、陸上自衛隊がすで

に破棄したとして不開示にした。ところ

が、陸海空自衛隊を統合運用する統合幕

僚監部のコンピューター内に保管されて

いることがわかった。野党側から「隠ぺ

い」を批判されるなか、陸上自衛隊にも

保管されていることも判明した。これを

受けて、防衛省は公開請求から4カ月後

の2月に公開した。

「日報」情報公開対象が問題

米英は軍等の活動を議会監視

　「日報」は紙で提出するのではなく、陸

上自衛隊のネットワークを通じて、電子

メールで海外派遣の司令部にあたる中央

即応集団に送られてきた。元防衛相、森

本敏はインターネットテレビ局

AbemaTV『みのもんたのよるバズ！』

で、「日報」の運用方法について「1日平

均70ページぐらい、100日で7000ペー

ジ。現地の指揮官は全部チェックする

が、70ページすべてを司令官に出すこと

はしない。幕僚が要点だけを数枚にまと

めて、後は期間を決めて自動的に廃棄す

る」と説明した。

　そのうえで、森本は「手続き的には行

政文書なので、情報公開法に基づいて、

求めがあれば公開しなければならない」

と語った。

　日本で情報公開制度がはじまったの

は、2002 年のことだ。総務省のホーム

ページには施行以降の開示請求件数が公

を統幕統括官が果たすべきだったが、今

回の「日報」問題ではむしろ事態を悪化

させた張本人ともいえる。統括官だった

のは辰巳昌良だ。辰巳は広報課長や報道

官を歴任し、広報の重要性を誰よりも知

るべき人物だったが、「日報」が統幕に

あったことを昨年12月に知りながら、稲

田への報告が1か月後になるなど調整役

としての機能をまったく果たせなかっ

た。そもそも辰巳が適任であったか、東

京新聞の半田滋は現代ビジネス（電子

版）でこんなエピソードを紹介してい

る。

　「独り言が多く、事態対処課長だった

2009年4月、北朝鮮によるミサイル発射

の際は防衛省地下の中央指揮所にいて、

発射されてもいないのに指揮命令系統を

無視して『発射、発射』と口走り、日本

全国に誤報を出すきっかけになるなど奇

行が指摘される人物」

　稲田のような大臣、辰巳のような内局

官僚への不満からか、「日報」問題では、

自衛隊内部の情報が各メディアに漏れ

た。森本は番組で「あまり指摘されてい

ないが、今回の日報問題では、自分たち

だけが不利な状態に置かれていると不満

を持っている人が陸上自衛隊にはいて、

NHKの覆面インタビューを受けてみた

り、メモを出してみたりと、メディアに

対する意図的なリークが行われた。僕

は、これはあってはならんと思う」と不

快感を示した。

　森本が取り上げたのは、NHKの「ク

ローズアップ現代」だ。番組では自衛隊

幹部らの音声が流れた。

　自衛隊幹部「ふつうの現場を踏んで、

いろいろなところで仕事をしてくれば、

こういう文書がないはずはない。陸上自

衛隊にはないというのは、ふつうに考え

てありえない」

　番組では「日報」データの存在がわ

かった後も「探索を行ったところ、陸上

自衛隊では、すでに破棄されていること

を確認した」との対応マニュアルの存在

も明らかにした。

メディア利用し追い詰める

小野寺「事態は極めて深刻」

　フジテレビも7月25日の放送で、稲田

に「陸上自衛隊内で日報の電子データが

保管されていた」と、報告していたこと

を示す防衛省幹部の手書きメモを入手し

た、と報じた。報道によると、手書きメ

モは2月13日、稲田や陸自幹部らによる

防衛省大臣室での会議のもようを記した

もので、データが削除されずに残ってい

たことを知った稲田が「明日なんて答え

よう」と発言したとの記述もある。稲田

は否定したものの、実際には稲田が陸自

のデータが存在していたことを認識して

シリーズ

日本が危ない！日本が危ない！

いたことを裏付ける内容となっている。

　森本も語ったように内部から流出した

以外に考えられない意図的なリークであ

る。同時に、稲田に反感を持つ自民党の

防衛族の存在を指摘するのはある政府関

係者だ。

　「稲田は自民党の防衛関係の部会に出

席したこともないのに首相の覚えめでた

く防衛相に抜擢された。防衛問題に詳し

くないのに、弁護士であることをかさに

着て、返答できない職員に『あなた司法

試験に合格した？していないでしょ』と

詰め寄るなど、高飛車な態度をとった。

こうしたことへの反発が省内にあり、そ

うした雰囲気が防衛族にも伝わった。陸

自内の一部と防衛族の一部が結託し、稲

田を追い詰めた」

　この政府関係者は「稲田が部下の防衛

省職員や自衛官のことよりも自分の保身

を図ったことが問題」としたうえで、「省

内で解決するべきを外部のメディアを利

用して追い詰める。武器は使わないが、

こういうのをふつうの組織ではクーデ

ターと言う」と断じる。

　小野寺も就任後の記者会見で「本件は

情報公開への対応が不適切であったこと

のみならず、内部からの情報流出をにお

わせる報道が相次ぐことにより、防衛省

自衛隊のガバナンスに対する信頼を損な

い、結果として国内外の現場で任務にあ

たる隊員の士気を低下させかねないとい

う点で、極めて重大で深刻なものと受け

止めている」と述べた。小野寺にとって

は課題山積といえる。

　余談であるが、森本は産経新聞のコラ

ム『正論』のなかで、稲田の7月21日の

記者会見で「防衛省の中は混乱している

けど、それはあなたの責任だと思うが」

と発言した記者がいたことを紹介した。

森本は「大臣は天皇陛下の認証官であ

り、大臣に対して『あなた』は失礼だ。閣

僚の言葉を指摘するなら自分の言葉にも

注意してほしい」と苦言を呈した。西村

は先のフェイスブックで、森本の提起を

支持するとし、「こんなクズが記者クラ

ブ利権の恩恵を受けている。この人物の

特定も日本人にとって必要だ。安全保障

上の危機を回避するためである。報道の

受け手こそ、メディアの中の欠陥を共有

しなければならないからだ」と記した。

「日報」問題ではメディアの在り方も問

われている。（敬称略）


